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石川県社会保障推進協議会 

代表委員 飯森 和彦 様 

同   奥村 回  様 

同   桶間 諭  様 

同   橋本 明夫 様 

同   松浦 健伸 様 

 

 

加賀市長 宮 元  陸 

 

 

平素より、加賀市の行政にご理解、ご協力をいただき厚くお礼申し上げます。 

令和２年１０月６日付け要望書について下記のとおり回答いたします。 

今後とも、より良い市政推進のため、ご意見賜りますようお願いいたします。 

 

 
記 

 
※ 要望事項は別添一覧のとおり 

                  

              

   

 
 

＊問い合わせ先 

政策推進課 

 72-7802 



石川県社会保障推進協議会要望書（回答） 

 

Ⅰ．新型コロナ感染拡大から住民のいのちと暮らしを守る施策について 

★(1) 自治体職員の増員について 

 職員の採用につきましては、その都度求められる行政ニーズに対応するため、必要となる職員数を

確保できるよう、年齢構成等も勘案し、増員等について計画的に行っており、再任用職員制度や会計

年度任用職員制度等も活用し、必要な配置を行うこととしております。 

 緊急時における住民の安全確保や救援への対応につきましては、全庁横断的な体制で当たっており、

今後もこうした体制を堅持してまいります。                    （総務課） 

                              

★(2) 国への特別定額給付金の追加給付要請について 

特別定額給付金を含めた経済対策の国への要望については、石川県や他の市町と協調し、要望

してまいります。                          （地域づくり推進課） 
 
★(3)-1 地域医療構想の抜本的見直しについて 

本市におきましては、既に病院統合等により病床を削減し、地域医療構想に相当する医療機能（病

床機能）の見直しを実施済みであり、また、市内中核病院では新型コロナウイルス感染症に係る病床

が確保できているため、地域医療構想の見直しは必要ないと考えております。      （長寿課） 
 
★(3)-2 ＰＣＲ検査の拡大について 

本市では、市内での新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図り、市民の安心・安全を確保す

るため、必要に応じて唾液によるＰＣＲ検査が受けられるように９月２８日より検査体制を整えてお

ります。 

対象者は、市内に住民登録をしている者で、感染の不安を抱えており、日常生活や就業上で支障を

きたしており、検査を希望する以下のいずれかに該当する無症状者であります。 

① 高齢者や基礎疾患を有する者で新型コロナウイルス感染症の高リスク者に該当する者 

② 高リスク者をケアしている高齢者施設等に従事する者 

③ その他、飲食店や旅館に従事する者で接触歴や行動歴等により不安が強い者など 

今後も、市民が安心・安全に日常生活を送り就業していけるような体制づくりに努めてまいります。                                     

（健康課） 

 
★(4) 感染予防品の医療機関および介護事業所等への配布について 

 本市では、４月補正の新型コロナウイルス感染症対策事業において、マスク、消毒液、非接触型体

温計、防護服、手袋、フェイスシールドなどの感染予防品を購入し、備蓄を行っております。その他、

市内外の企業や各種団体、台湾などからも、マスクや消毒液、防護服など多くの寄附をいただいてお

り、備蓄しているところです。 
そうした中、マスクにつきましては、新型コロナウイルス感染者が全国的に増加し、マスクが不足

していた３月には５，３２０枚、５月には２６，０００枚、６月には５４，７００枚を、市内の医療

機関や介護事業所等に配布しております。また、防護服やフェイスシールドなどは、必要に応じて、

医療センターや消防などに配布しております。 



今後、新型コロナウイルスの第３波の到来などにより、マスク等の感染予防品が不足する状況にな

った場合には、必要な施設等に配布してまいります。              （防災対策課） 
 
介護事業所等につきましては、石川県新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業により、衛生用

品等の感染症対策に要する物品の購入に対し、支援金が交付されます。 
 また、マスクにつきましては、令和２年１０月上旬までに、国から約２７，０００枚届いており、

令和２年１０月から令和３年３月までに毎月１６，０００枚が本市に届く予定となっているため、各

介護事業所等に配布してまいります。                       （長寿課） 
 
★(5) 医療機関・介護事業所・障害者事業所等の赤字補填に対する国、県への要望について 

本市では、新型コロナウイルス感染症の影響により、高齢者や障がい者がこれまで利用していた通

所・短期入所サービスを自粛された場合でも、事業者によるご自宅への訪問など、代わりとなるサー

ビス提供を柔軟に認めることで、事業所の収益が確保できるよう対応してまいりました。 
このことから、国、県への赤字補填の要望につきましては、本市単独で行うことは考えておらず、

他市と足並みを揃えて検討してまいりたいと考えております。    （長寿課・ふれあい福祉課） 
 

★(6) 収入が減少した世帯の保険料減免制度の周知および利用促進について 

新型コロナウイルス感染症の影響による保険料（税）減免制度については、その他の新型コロナウ

イルス感染症関連の支援策と併せて、新聞への折込チラシの実施や広報かが臨時号を発行し、周知す

るとともに、本市のホームページ上においてもご案内しております。 

また、事業所からのご要望があれば、減免の要件等に該当する従業員の方に対する説明会を開催し

ております。                             （保険年金課・長寿課） 

 

★(7) 感染した被用者等に対する傷病手当金の対象について 

国民健康保険及び後期高齢者医療保険における傷病手当金は任意給付であり、保険者が保険財政上

余裕がある場合などに、条例を制定し行うことができるとしております。厳しい保険財政事情や様々

な就業形態の被保険者が加入していることを踏まえ、従来より支給している保険者は全国的にもほと

んどない状況でありました。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症対策については、感染拡大防止の観点から労働者が感染

又は感染が疑われる症状がある場合に休みやすい環境を整備することが重要であります。そのため、

他の健康保険制度（いわゆる社会保険）と合わせる形で、被保険者のうち給与の支払いを受けている

被用者のみを対象として、傷病手当金を支給することとしたものであります。 

なお、被保険者のうち事業主に関しては、国の持続化給付金や市独自の給付金等の新型コロナウイ

ルス感染症に対する各種支援策が別途ありますので、傷病手当金の対象とする予定はありません。 

（保険年金課） 

 

★(8) 通所サービス等の利用者負担に対する補助について 

通所サービス等の報酬請求「特例措置」につきましては、算定するにあたり、事前に利用者の同意

を得たうえで、サービス事業所とケアマネジャーが連携し、他サービスと合わせて支給限度額を超え

ないか等を確認することとしておりますので、負担増分の補助は考えておりません。   （長寿課） 

 



★(9) 自粛や閉じこもりにより生活後退している高齢者への支援について 

毎年、介護予防基本チェックリストを送付することで、生活機能低下のリスクを早めに把握をして

おります。生活機能低下がみられる方には、訪問し生活実態の把握をしたうえで、必要な支援を行っ

ております。 

今回、新型コロナウイルス感染症の影響を理由とした自粛や閉じこもりによる生活機能低下に限定

した負担減免の拡充やサービス利用料助成をすることは検討しておりません。      （長寿課） 

 

★(10) 避難所での感染予防策の具体化について 

 災害時において、避難所に不特定多数の方が避難される場合、人の密集により新型コロナウイルス

に感染するリスクが高まることから、避難所を開設する場合には、３つの密（密閉・密集・密接）を

避け、感染予防に努める必要があります。 

消防庁などから、避難所における感染予防の指針が示されており、本市ではこれに基づき、避難所

で必要となる対策を取りまとめた新しい避難所運営マニュアルを作成し、対策を行うこととしており

ます。 

まず、「３つの密」を避けるため、避難された方々の距離を確保することとしております。これに伴

い、避難所のスペースが不足する場合は、現在、避難所に指定していない町民会館や保育園などを臨

時に開設する避難所として開設することとしています。これに加えて、市内の宿泊施設を避難所とし

て活用することについて、７月末に市内の３温泉の旅館協同組合と協定を結んでおります。 

その他の避難所での感染予防策として、避難された方の検温を行い、健康状態を確認するとともに、

発熱、咳などの症状が出た場合は、係員に申し出ることや、手洗いや咳エチケット等の基本的な衛生

対策の徹底を呼びかけることとしています。さらに、避難所の十分な換気に努めるとともに、段ボー

ルパーティションや段ボールベッドなどの感染予防用品を活用することとしています。 

また、消防庁などから新型コロナウイルスが収束しない中での避難行動の留意点として、「安全な場

所にいる人は避難場所に行く必要は無いこと」、「安全な場所にある親戚、知人宅に避難する方法もあ

る」ことも示されております。 

こうした対策や留意点については、市ホームページや広報かがなどでお知らせしているところであ

ります。                                   （防災対策課） 

 

★(11) 「２０人学級」の実現について 

 国や石川県の規定により、小学校１年生から４年生と中学校１年生が３５人以下の学級編成となっ

ております。本市教育委員会では、小学校については、５年生以上が４０人以下の学級となるため、

非常勤講師（きめ細やかな指導員）を配置し、少人数指導ができるようにしております。今後もこの

配置を継続するとともに、国や石川県に対して、小中学校の全学年において、段階的に３５人あるい

は３０人以下学級の実現から２０人学級へと必要な教員数の配置等を要望していきたいと考えており

ます。                                   （学校指導課） 

 

 

Ⅱ．子育て支援について 

★(1)-1 「子どもの生活実態調査」の実施と調査に基づく対策計画の策定について 

★(1)-2 児童・生徒の居場所づくり、NPOが取り組んでいる無料塾、こども食堂の支援について 

 子どもの貧困問題は、経済的な次元を超えて、基本的な生活基盤である衣食住、さらに、いのち・

健康を守るための医療、余暇活動・遊び、日常的な養育・学習環境、学校教育など様ざまな局面に



おいて不利をもたらすと言われています。本市では、これまでに「保育料の大幅な引き下げ」、「子

育て応援ステーションかがっこネットの開設」、「子ども未来基金の創設」など総合的な子育て支

援策「かがっ子応援プロジェクト」を毎年、バージョンアップしながら展開しております。本市の

待機することなく保育を受けられる環境と相まって、これらの施策は、子どもの貧困対策にも通ず

るものと考えております。 

本年４月には、就学前児童の保護者及び小学生の保護者に対して実施したアンケート調査の結果

や本市が関係機関との連携等により把握した実態をもとに、子どもの貧困対策関連の項目を盛り込

み、「第２期加賀市子ども・子育て支援事業計画」を策定いたしました。 

また、「こども食堂」等への支援としましては、平成２９年６月に創設した「加賀市子ども未来

基金」を活用して、民間団体の活動に対して助成を行っており、本年度も、４件の助成を行ってお

ります。 

今後とも、かがっこネットをはじめとした関係機関との連携、児童扶養手当の申請時、保健師等

による家庭訪問、要保護児童対策地域協議会など様々な機会を通して、実態把握に努め、必要な施

策を展開してまいります。                         （子育て支援課） 

 

学習意欲と学力の向上、及び地理的・経済的な事情により通塾が難しい中学校生徒への学習支援

として、長期休業中を除く週２回、市内中学校全６校区で放課後の学習講座を開催しております。 

また、夏季休業中には、夏休み特訓の学習講座を開催し、実用英語技能検定試験の前には、中学

生英語の学習講座を開催しております。いずれも受講料は無料であります。    （学校指導課） 

 

(2) 石川県子どもの医療費助成制度について 

 ①助成対象年齢について 

 ②自己負担の廃止について 

 ③所得制限の廃止について 

  補助制度を有効に活用しながら実施する観点からも、引き続き県へ要望してまいります。 

（子育て支援課） 

   

★(3) 学校給食費の無償化について 

 限られた財源の中で社会保障や福祉施策を進めていくためには、まずは生活に困窮している市民

を優先すべきと考えております。そのため、生活にゆとりのある世帯からは、給食に係る経費の一

部を受益者負担していただいております。 

 現在、援助が必要な世帯に対しましては、給食費を全額補助しております。引き続き、家族の状

況に影響されない就学体制の確立を目指し、本市の財政状況が厳しい中で最大限の支援を行ってま

いりたいと考えております。 

 また、多子世帯につきましては、平成２９年度より第３子以降を、平成３０年度より長子が中学

生である第２子に一部対象を拡大しており、給食費の無償化を実施し、負担の軽減を図っておりま

す。                                    （学校指導課） 

 

(4) 就学援助制度の改善について 

 ①援助対象について 

  現在の基準は、生活保護基準の１．３倍以下としておりますが、生活保護基準が引き下げとな

る前の基準を用いております。近隣自治体の状況も踏まえながら、引き続き児童生徒の学習環境



の向上を目指し、財源を考慮しながら制度の充実に努めてまいります。     （学校指導課） 

 

 ②申請の受付について 

  通常の申請の場合、申請から認定までの期間が短いことから学校への申請としており、入学準

備金については、本市の窓口（支所、出張所含む）でも受付を行っております。申請の際、民生

委員の証明は不要であります。年度途中の申請については、毎年、保護者に配付する制度案内に

記載し、周知しております。                        （学校指導課） 

 

 ③学校給食費の全額給付について 

  学校給食費は全額給付、現物支給としております。             （学校指導課） 

 

 ④学校給食費の現物給付化について 

  本市は実施済みであります。                       （学校指導課） 

 

(5) 副食材料費の実費無償化について 

 本市におきましては、令和元年１０月からの幼児教育・保育の無償化に伴い、実費化された副食

費相当（月額４，５００円）について、既に無償化を行っております。     （子育て支援課） 

 

(6) 保育環境や保育士の配置基準等の拡充について 

 保育士の配置基準等につきましては、保育士１人あたりの担当園児数は、「石川県児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準を定める条例」に基づき適正に配置しているところであり、また、支

援の必要なお子さんの状況に応じて保育士の加配を行っております。 

保育士の処遇改善につきましては、平成２９年度から、国のキャリアアップ制度に基づき、技能・

経験に応じた処遇改善分について、公定価格に上乗せしております。また、市の臨時保育士につい

ても、本年度からの会計年度任用制度施行に伴い、必要な処遇改善を行っております。 

今後も、保育士の処遇改善に向けて実態等を把握したうえで、必要な対応を行ってまいります。 

（子育て支援課） 

 

(7) 乳幼児健診の児童数について 

下記の表のとおり回答いたします。 

健診種別 対象者数 受診者数 未受診者数 

前期乳児検診（1か月児健診） 339人 332人 7人 

後期乳児検診（4か月半児健診） 306人 300人 6人 

一歳半健診 347人 338人 9人 

三歳児健診（3歳2か月児健診） 393人 378人 15人 

  未受診者の状況については、全数訪問等にて把握しております。引き続き、全数の状況把握をして

必要となる支援につなげてまいります。                      （健康課） 

 

(8) 学校健診について 

 学校健診で「要受診」と診断された児童生徒及び虫歯１０本以上の児童生徒については、毎年実数

を調査したうえで、継続的に受診勧奨を行っていきたいと考えております。未受診者に対しては、要



因の調査を実施するなど、すべての児童生徒が受診できるような対応策を検討していきたいと考えて

おります。 

 また、眼鏡については、本市単独での補助制度の創設は考えておりません。    （学校指導課） 

 

 

Ⅲ．介護保険事業・予防事業・総合事業について 

★(1) 介護保険料 

①介護保険料の引き下げについて 

平成２７年度の介護保険法改正により、非課税世帯の方の介護保険料への公費（国・県の負担金

と市の一般会計）投入により保険料負担の軽減が実施されております。 

令和元年１０月からは、消費税率の引上げに伴う低所得者対策として、軽減が強化されておりま

す。 

また、国が示す介護保険料の基準段階は９段階でありますが、本市では介護保険料の基準段階を

１２段階に細分化しており、所得に応じたきめ細やかな保険料を設定し、応能負担となるように配

慮しております。                                （長寿課） 

 

②介護給付費準備金の繰り入れについて 

第８期以降の介護保険料につきましては、これまでの介護保険事業における剰余金（介護保険事

業調整基金）から計画的に取り崩しを行い、被保険者の負担軽減に努めてまいりますので。第８期

に全額を取り崩す予定はありません。                       （長寿課） 

 

③介護保険料の軽減・減免について 

  低所得者に対する介護保険料の軽減につきましては、上記①でも回答しましたとおり、平成２７

年度の介護保険法改正により、非課税世帯の方の介護保険料への公費（国・県の負担金と市の一般

会計）投入により保険料負担の軽減が実施されており、応能負担強化につながっております。 

また、国が示す介護保険料の基準段階は、平成２７年度から９段階とされましたが、本市では介

護保険料の基準段階を１２段階に細分化しており、所得に応じたきめ細やかな保険料設定にするこ

とで、低所得者への配慮しておりますので、独自の減免制度を実施する予定はありません。 

（長寿課） 

 

(2) 介護利用料・補足給付について 

 ①介護保険利用料の軽減・減免制度について 

 低所得者に対する介護保険料の軽減につきましては、Ⅲ（１）③の回答のとおりであります。 

（長寿課） 

 

 ②補足給付の見直しに係る救済措置について 

 補足給付につきましては、平成２７年８月より、公平性の観点から入所者だけでなく配偶者の所

得、預貯金等資産要件が判定基準とされており、そのことにより補足給付の対象外となった方がお

りますが、高齢夫婦世帯で一方が施設に入所し、食費・居住費を負担した結果、残された配偶者の

在宅での生計が困難になるような場合は、一定の要件を満たせば特例減額措置の対象となるため、



申請により補足給付を行っております。                      （長寿課） 

 

 ③特定入所者介護に該当しない施設の食費・居住費の軽減について 

 グループホームや特定施設入居者介護、小規模多機能型居宅介護の利用者の部屋代・食事代につ

きましては、利用者が自己選択により負担する代金として判断しており、軽減は考えておりません。 

  （長寿課） 

 

 ④区分支給限度基準額について 

区分支給限度基準額につきましては、要介護度ごとに標準的に必要と考えられる介護サービスの

組み合わせを勘案し、設定されておりますので、単独事業としての引き上げは考えておりません。 

 （長寿課） 

 

(3) 介護保険利用の際の手続き 

①基本チェックリストのみによる振り分けを行わず地域包括センターへつなぐことについて 

 相談窓口には、専門知識を持つ職員（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員等）を配置し、

介護保険利用等の相談があった場合は、相談内容やニーズを把握したうえで、情報提供を行い、要

支援・要介護認定申請を行うなど、個々の状況に応じた対応を行っております。 

（長寿課、地域包括支援センター） 

 

②ケアマネジメントの委託料の保障について 

本市では、平成２８年３月より総合事業を開始しておりますが、介護予防ケアマネジメント業務

(総合事業)と介護予防支援業務(現行の予防給付)をあわせて居宅介護支援事業所へ委託しておりま

す。委託料につきましては、どちらの業務も１件あたり月額４，３００円としております。 

（長寿課、地域包括支援センター） 

 

③生活支援の回数制限について 

平成３０年１０月から訪問介護における生活援助中心サービスについて、ケアプラン上に国の

定める回数を超える訪問介護を位置づける場合、地域ケア会議にて検証を行うこととしておりま

す。 

単純に回数制限を行うのではなく、利用者の事情を踏まえながら検証し、必要な利用は認めて

おります。                       （長寿課、地域包括支援センター） 

 

(4) 基盤整備について 

 ①特別養護老人ホーム等福祉系サービスの充実について 

本市の特別養護老人ホーム等の入所系施設は、国が入所の基準としている要介護３以上の認定者

数とほぼ同程度の定員数の施設が整備されておりますので、入所系施設は充足しているものと判断

しております。 

  小規模多機能型居宅介護事業所につきましては、国の示す目標数は、ほぼ整備しておりますが、

高齢者や家族が望む在宅生活の継続への支援は必要と考えております。       （長寿課） 

 



 ②特別養護老人ホームに係る「特例入所」の対応について 

 要介護１、２の方につきましては、やむを得ない事由による場合に特例的に入所を認めることと

なっており、単に要介護度だけで判断するのではなく、利用者の介護の必要性や家族の状況など、

個々の事情を踏まえて判断しております。                    （長寿課） 

 

 ③第8期計画の整備目標について 

本市の通所系や訪問系の事業所につきましては、今後の介護サービスの需要など踏まえて、サー

ビスごとの整備計画を記載する予定であります。                  （長寿課） 

 

(5) 総合事業について 

 ①現行相当サービスを必要とする人の継続利用について 

 現行相当サービスが継続して必要な方には、期限を区切ってのサービス停止は、行っておりませ

ん。本人本位の支援の考え方を中心に、最良の支援のあり方について、本人を含む介護支援専門員

等のチームで確認し、サービス提供しております。      （長寿課、地域包括支援センター） 

 

 ②緩和型サービスの単価について 

緩和型サービス（通所）においては、専門職によるサービス提供は想定していないため、相応の

単価を設定しております。専門職によるサービスが必要な場合は現行相当サービスの利用を想定し

ております。                                  （長寿課） 
 

(6) 介護職員確保について 

★①「介護労働者の実態調査」の実施について 

石川県が令和元年１０月に実施した介護・福祉人材に関する実態調査のうち、市内の介護事業所

のデータの提供を受け、本年度独自に集計を行っておりますので、現在のところ、本市が独自で調

査を行う予定はありません。                          （長寿課） 

 

 ★②介護職場の人員不足解消について 

人員不足解消につきましては、本市の事業者協議会と協議を行う等、施策を検討しております。

令和３年度から新たに策定する第８期介護保険事業計画（高齢者お達者プランプラン）にも人材確

保の施策を記載し、取り組んでまいります。                   （長寿課） 

 

 ★③介護職員を確保するための支援について 

平成２７年度の介護報酬改定において、介護職員処遇改善加算が拡充され、更に平成２９年度及

び令和元年度にも拡充されており、処遇改善については必要な対応がなされていると考えておりま

すので、本市単独で財政的な支援を行う予定はありません。本市における介護人材のキャリアアッ

プのため、平成２７年度より、新たに「中堅職員向け研修」「主任ケアマネ勉強会」を設け、サー

ビスを支える質の向上への取り組みを継続して行っております。         （長寿課） 

 

 

 



(7) 介護保険制度について 

 ①調整交付金の引上げについて 

現行の調整交付金制度において、地域差により第１号被保険者の負担割合が調整されていること

もあり、保険料と税の負担割合は持続可能な社会保障を確保する上で適正と考えておりますので、

要望を行う予定はありません。                        （長寿課） 

 

 ②特別養護老人ホームの入所基準について 

介護保険制度につきましては、現在、国の審議会で議論が行われていることから、現時点で要望

を行う予定はありません。                           （長寿課） 

 

 ★③要介護１・２の保険はずし（総合事業化）について 

総合事業の対象者の弾力化につきましては、現在、国の審議会で議論が行われているところであ

り、議論の動向を注視してまいりたいと考えております。             （長寿課） 

 

 ★④補足給付について 

補足給付については、国が定めた基準に基づき行っているところであります。基準の変更につい

ては未定でありますが、今後も国の基準に基づき、補足給付を行っていく予定であります。 

（長寿課） 

 

 ⑤介護従事者処遇加算について 

国の考え方と同様、介護職員の根本的な処遇改善を実現するためには、一時的な財源措置による

のではなく、事業者の自主的な努力を前提とした上で、事業者にとって安定的・継続的な事業収入

が見込まれる介護報酬において対応することが望ましいと考えますので、国への要望を行う予定は

ありません。                                  （長寿課） 

 

 

Ⅳ．高齢者医療・福祉の充実について 

(1) 後期高齢者医療制度保険料滞納者への対応について 

後期高齢者医療保険料の滞納者に対しましては、納期内に保険料を納付している被保険者との公平

性を確保するため、必要であると判断されれば、法令に従い、その財産の差押え等の滞納処分を執行

することとしております。ただし、その執行に先立っては、可能な限り滞納者との面談を図っており、

たとえ面談できない場合であったとしても、周辺調査によりその生活状態を可能な限り把握するよう

努めた上で、最終的な判断を行っております。 
 このように、滞納処分の執行前には、滞納者と納付相談の機会を設けるよう心掛けております。ま

た、やむを得ず滞納処分の執行に至る場合であっても、ただちに生活を困窮させることの無いように

可能な限りの配慮を行っております。 
 なお、財産等がなく、滞納処分の執行ができない滞納者につきましては、他の税料金ともども、滞

納処分の執行を停止することも行っております。                  （税料金課） 

 

短期保険証や資格者証の交付につきましては、広域連合で交付等に関する要綱の基準に基づき交付



されています。また、保険証の留置きや資格証明書の発行は、現在のところ行っておりません。 

  （保険年金課） 

 

(2) 75歳以上の医療費無料化と後期高齢者医療制度被保険者の住民税非課税世帯医療費無料化につ

いて 

高齢者医療費無料化は、健康への自覚を弱め、行き過ぎた受診増を招く恐れがあります。受診増や

重複受診、頻回受診の増加により、今以上に医療給付費は増え、後期高齢者医療保険財政を圧迫する

ことが予想されます。 

また、後期高齢者支援金（現役世代の保険料）が増額となり、他の被用者保険等の財政にも影響を

及ぼすことが予想されます。 

以上のことから、７５歳以上の高齢者医療無料制度を実施することに関しては、現在のところ考え

ておりません。                                （保険年金課） 

  

(3) 65～74歳の障がいのある人に係る医療費助成制度の全額適用について 

石川県の医療費助成制度の改正を受け、本市においても、本年１０月１日から６５歳以上の障がい

のある人への現物給付化を行っております。これに伴い、医療費の自己負担割合に関わらず、自己負

担額全額を助成の対象としております。                  （ふれあい福祉課） 

 

(4) 配食サービスの利用者の自己負担額の引き下げについて 

配食サービスは、安否確認が必要、かつ低栄養状態にある高齢者を対象に行っており、必要に応じ、

３６５日、昼と夜の１日最大２食までを配送しており、費用の一部を助成しております。 

 なお、対象者には、食材費相当額を自己負担していただいておりますが、これは利用者が負担すべ

き費用として認識しており、引き下げは考えておりません。             （長寿課） 

 

(5) 高齢者が地域でいきいきとする施策について 

★①補聴器購入費助成制度の創設について 

補聴器の購入助成につきましては、性能や価格の幅が広く、購入にあたっては適合機種の選定や

トレーニングが重要であり、医師の関与のもと適切な導入が望ましいと考えておりますので、障害

者総合支援法による補装具費支給制度による支給を基本に考えております。      （長寿課） 

 

★②６５歳以上の住民税非課税世帯へのエアコン購入費補助制度の創設について 

熱中症予防につきましては、民生委員や関係機関（老人福祉センターや介護サービス事業者等）

を通じて一人暮らし高齢者をはじめとする市民へリーフレットを配布するなど、注意喚起を行っ

ております。冷房器具の購入につきましては、生活保護受給中の方同様、生活費のやり繰りによ

り対応いただきたいと考えております。                     （長寿課） 

  

③高齢者、障がい者への公共交通機関利用料補助制度の創設について 

本市では、路線バスの維持・充実による「幹線ネットワーク」と、加賀市乗合タクシーを市内全

域で展開する「面的ネットワーク」による「ＫＡＧＡあんしんネット」を導入し、通院通学・買物

等における交通手段の確保と、利便性の向上を図っております。 

公共交通機関の利用料を低額にする仕組みとしましては、バスやタクシーなどの利用時に障害者



手帳をご提示いただくと運賃が割引される制度や、重度障害者福祉タクシー利用料金の助成制度な

どがあります。また、加賀市乗合タクシーの利用については、１回利用あたり５００円のところ、

障害者手帳等をお持ちの方は半額、介添えが必要と認められる方の介添者が１人まで半額になるな

ど、ご自分で運転することが出来ない方への支援を行っております。 

今後も、公共交通の維持活性化や利便性の向上について取り組んでまいります。 

（ふれあい福祉課、長寿課） 

 

④高齢者団体やサークルが公的集会場や会議室等を利用する際の利用料減免について 

各地区の地区会館においては、地区住民がまちづくり活動の一環として利用する場合、原則無料

で利用することができます。 

地域の高齢者による寝たきりや認知症予防を目的としたサークル・サロン活動については、活動

費を助成するとともに市の施設については無料で利用いただいております。      （長寿課） 

 

⑤高齢者の「居場所」づくりへの助成の実施、拡充について 

現在、９１か所で地域での介護予防や閉じこもり予防を目的に実施している地域おたっしゃサー

クルやサロンに対し、無料の定例講師派遣や活動助成を実施しております。高齢者人口の約１割の

方が、地域おたっしゃサークルやサロンに登録され、活動されております。 

今後も、新たな地域おたっしゃサークル及びサロン等の開催についてのご相談があれば、立ち上

げ支援及び助成を継続して実施してまいります。                  （長寿課） 

 

⑥安否確認や生活支援の充実について 

高齢者や障がい者等の日ごろからの見守りや災害時の避難支援等を円滑に行うため、民生委員や

区長をはじめ、地域の方々、さらに民間事業者等の協力をいただきながら「地域見守り支えあいネ

ットワーク」事業を実施しております。 

また、平成２６・２７年度には、地域の高齢者等を対象に民間事業者が開始した買い物支援事業

に対し、その初期費用の助成を行いました。この事業では、食料品の移動販売や日常生活の支援等

のほか高齢者等の見守り活動も行っていただいております。 

さらに、豪雪時には、高齢者のみの世帯や障がい者のみの世帯に対して、屋根雪下ろしの費用を

助成しております。                             （地域福祉課） 

 

地域住民の互助活動による暮らしを支える取組みを推進するため、元気な高齢者の活躍の場を整

備するとともに、地域で必要とされる生活上の支援と地域資源や人材をマッチングするシニア活動

応援事業を行っております。                           （長寿課） 

 

⑦外出支援のための地域巡回バスや福祉バスの増車・増便について 

現在、市の公共交通は、路線バスの維持・充実と、乗合タクシーの市内全域での展開により、市

内の交通空白地域をなくすことで、通院・通学・買物の交通手段を確保しております。 

また、観光周遊バスの「キャンバス」についても地域住民が日常の移動手段として使いやすいよう

に回数券を導入し、利便性の向上を図っております。 

「地域巡回バス」や「福祉バス」と呼ぶようなものの運行はしておりませんが、これら路線バス

や乗合タクシーの充実により、市内全域で地域公共交通が利用できますので、ご活用いただきます



ようお願いいたします。なお、乗合タクシーは障害者手帳をお持ちの方は半額でご利用いただけま

す。                                   （政策推進課） 

 

⑧後期高齢者医療費負担にかかる国への要望について 

世代間の受益と負担の公平を図る観点から、後期高齢者の方に、一定の負担をしていただくこと

は、医療保険制度を持続していくために必要と考えております。 

なお、社会保障制度改革については、様々な議論がなされているところであり、本市としては、

その動向を注視していきたいと考えております。                （保険年金課） 

 

 ⑨災害時の移動・移送体制、支援体制の確立や避難所の内容の充実、福祉避難所の整備実施のつい 

 て 

日ごろの見守りや災害時に避難支援が必要な人（要支援者）をあらかじめ把握するとともに、そ

の情報を地域の支援者と共有することにより、災害時の支援対策に役立てております。 

さらに、毎年、地域の支援者などを対象とした「座談会」を各地区で開催し、地域の実情に応じ

た支援のあり方についても協議しております。見守り活動は、善意による地域活動ですので、地域

の連携を深め、地域全体で支えあう活動をより深めてまいりたいと考えております。 

また、令和２年度には、新型コロナウイルスへの感染予防やプライバシー確保の観点から、段ボ

ールベッドや間仕切りを整備し、避難所環境の充実をはかっております。     （地域福祉課） 

 

★(6) 年金制度について 

①年金引き下げの廃止について 

②年金支給開始年齢について 

③年金支給について 

④最低保障年金制度の早急な実現について 

⑤年金積立金の株式運用の廃止について 

年金制度につきましては、国において議論されているところであり、その動向を注視していきた

いと考えております。                            （保険年金課） 

 

 

Ⅴ．障害者控除認定制度について 

(1) 介護認定者・家族への周知について 

①障害者控除認定制度について 

②認定を受けた場合の医療・介護の負担軽減について 

  この制度につきましては、広報誌やホームページの他、平成３０年度からは介護保険サービス利

用者に発送する介護保険給付費の通知に制度周知と障害者控除認定を受けた場合の所得税及び

市・県民税の控除額を記載したチラシを同封し、案内しております。加えて、本人やご家族の扶養

等の状況を十分に把握しているケアマネジャーを通じて周知を図ることが、より効果的であると思

われますので、今後もケアマネジャー連絡全体会で制度の周知徹底を図り、申告漏れのないように

配慮してまいります。                              （長寿課） 

 

 



(2) 障害者控除認定書の送付について 

 本市の基準に基づく「障害者控除対象該当者」を認定するためには、個々の状況を調査し判定する

必要があることから、申請に基づき実施することとしております。 

 なお、この制度を知らないことによる申請漏れを防ぐため、市ホームページ等で案内しております

が、本人や家族の扶養等の状況を十分に把握しているケアマネジャーを通じて周知を図ることが、よ

り効果的であると思われますので、今後もケアマネジャー連絡全体会等において、制度の周知を図っ

てまいります。                              （ふれあい福祉課） 

 

(3) 制度のQ&Aと障害者控除対象者認定申請書の送付について 

上記(2)で回答しましたとおり、本市の基準に基づく「障害者控除対象該当者」を特定するためには、

個々の状況を調査し判定する必要があることから、「障害者控除対象者認定申請書」の送付は困難で

あると考えております。 

 「制度のＱ＆Ａ」につきましては、ケアマネジャー連絡全体会等において制度の周知を図ることで

対応してまいります。                          （ふれあい福祉課） 

 

 

Ⅵ．国民健康保険制度の改善について 

１．保険料（税）について 

(1) 減免制度の拡充と保険料（税）の引き下げについて 

国民健康保険特別会計は、国保税と都道府県交付金等で賄うことが原則とされている特別会計であ

ります。 

平成３０年度から「国保財政運営に都道府県が中心的役割を担うとする」国民健康保険の広域化が

なされました。石川県では市町ごとの標準保険料率を示しており、本市ではこの標準保険料率や課税

方式を参照して税率等を決定しております。石川県から提示された本市の令和２年度の標準保険料率

は現行よりも引き上げとなりましたが、本市の保険税率には標準保険料率を適用せず、平成３０年度

以降据え置いております。なお、一般会計からの法定外繰入は現在、本市では行なっておらず、また、

石川県国民健康保険運営方針でも、決算補填等目的の法定外繰入は解消・削減すべきとしているとこ

ろから、保険税引き下げのための法定外繰入を行うことは考えておりません。   （保険年金課） 

 

★(2) 18歳未満の子どもを均等割の対象外とすることについて 

平成３０年度から加賀市国民健康保険では、子育て世帯の負担軽減を図るため、子どもにかかる均

等割額の２分の１を条例減免することとしました。 
令和元年度は対象となる子どもは１，３００人、対象世帯は７８０世帯、減免総額は１，２４５万

円で、減免に係る費用は国保事業調整基金で補っております。令和２年度は対象となる子どもは、１，

１１４人、対象世帯は６６２世帯、減免総額は１，１９１万円と見込んでおります。減免にかかる費

用については、次年度以降、基金を活用しながら段階的に所得割の税率を引き上げることで対応して

いきたいと考えております。                          （保険年金課） 
 

(3) 国保（料）税の減免制度拡充について 

法律では、前年中の所得が一定基準以下の世帯に対し、当該世帯の所得状況に応じて応益分税額の



７割、５割、２割を軽減するといった制度が定められております。 

また、本市独自に減免取扱要綱を定め、災害等により収入や資産が減少し、生活が著しく困難とな

った世帯や、前年と比較して大きく所得が減少した世帯等、特別な理由により保険税を納付すること

が困難であると認められる世帯に対し、保険税の減免を行っております。 

なお、令和２年度においても、法律の改正に伴い低所得者に対する保険税の軽減（５割・２割）の

拡大を図っております。                            （保険年金課） 

 

２．保険料（税）滞納者への対応について 

(1) 資格証明書の発行について 

平成２３年度から、所得がありながら滞納を続けている悪質と思われる世帯には、税負担公平の観

点から、資格証明書を交付しております。 

交付世帯の決定には、法令に基づき、判定委員会で審議しておりますが、１８歳未満の子がいる世

帯、医療費助成対象者がいる世帯や、世帯の総収入が生活保護基準を下回る世帯には交付しておりま

せん。 

なお、交付後、納付の申し出があれば、直ちに正規の保険証や短期証に切り替えております。 

（保険年金課） 

 

(2) 緊急対応としての短期保険証の交付について 

資格証明書は、所得がありながら滞納を続けている悪質と思われる世帯については、判定委員会に

諮ったうえで交付しております。 

なお、資格証明書を交付する際には、事前に特別な事情等の有無を聴取し、資格証明書交付後にお

いては、緊急に医療を受ける必要が生じ、かつ、１０割負担が困難な場合は連絡をいただきたい旨を

記載した文書をお渡しております。 

生活が困窮していると判断される世帯に対しては、資格証明書を交付しておりませんし、緊急的に

特別な事情等が発生した世帯に対しては直ちに短期証に切り替える対応をとっております。 

（保険年金課） 

 

(3) 滞納者への給付制限について 

滞納者に対する限度額認定証交付については、国の法令に基づき制限を行っていますが、特別な事 

情等がある場合は交付しており、また、終末医療にも配慮しております。滞納があるといった理由の

みで制限を行うことはありません。                       （保険年金課） 

 

(4) 保険料（税）分納世帯への保険証交付について 

短期証の交付については、国の法令に基づき、取扱要領を定め、実施しております。３か月の短期

証交付対象世帯のうち、１８歳未満の子がいる世帯には６か月の短期証を交付しております。 

また、３か月証交付世帯で分納を履行している世帯へは６か月証を交付し、さらに、継続して履行

された場合は、要領に基づき正規の保険証を交付しております。         （保険年金課） 

 

(5)-1 保険料（税）を払いきれない世帯への短期保険証発行について 

生活実態把握のため、未申告世帯主に対して年２回申告の勧奨を行なっております。低所得世帯に

は応益割の２･５･７割減免を行なっております。また、短期証の発行については、要領に基づき全て



の被保険者に公平な取り扱いをしております。                  （保険年金課） 

 

(5)-2 保険料（税）を払いきれない世帯への差押えについて 

 高齢者医療・福祉の充実について（１）で回答したとおりであります。なお、差押え等の滞納処分

執行時には、法令を遵守し、生活状況に可能な限りの配慮を行っております。また、滞納者の生活状

況に応じて、納税緩和措置をはじめ分納等の対応なども行っております。特に、新型コロナウイルス

の影響により収入が減少した方には、国の特例による徴収の猶予制度の活用を図っております。 
（税料金課） 

 

３．一部負担金の減免制度について 

★(1) 低所得者のみを対象とする減免制度の創設について 

 一部負担減免制度につきましては、本市では平成２６年度より要綱を施行し実施しております。 

平成３０年１０月１日から実施されている生活保護基準の見直しに伴い、見直しの影響が及ばない

よう、「加賀市国民健康保険一部負担金減免等に関する取扱要綱」を改正し、平成３０年１０月以降

段階的に見直しを行っております。 

なお、実収入額については、生活保護法に定める収入認定に準ずることとしております。 

 （保険年金課） 

 

(2) 利用案内の作成と制度周知について 

手続き手順・必要書類などは要綱により定めております。利用案内・周知については、内容や申請 

様式などを市ホームページに掲載しております。                （保険年金課） 

 

(3) 医療機関窓口等での制度周知について 

現在のところ、案内ポスターやチラシの配置はしておりません。今後チラシなどを作成し、関係機

関に配置していくことを検討いたします。                    （保険年金課） 

 

(4) 保険税滞納の有無に関わらず一部負担金を減免することについて 

本市の要綱において、国民健康保険税の滞納による制限はしておりません。税の滞納がある場合は、

別途納税相談をお願いしたいと考えております。                （保険年金課） 

 

(5) 公立病院での定額無料診断施設認定について 

医療費困窮者に対して行う無料低額診療事業につきましては、事業を行う社会福祉法人等の民間病

院では、税制上の優遇措置により事業所の経営負担が軽減されますが、公立病院では、患者が負担す

べき診療費の一部負担金の減免分が病院事業の直接の負担となる違いがあります。 
このようなこともあり、全国的に見ても公立病院が無料低額診療事業を実施しているところがほと

んど見受けられないのが現状であります。 
また、現在、加賀市医療センターでは、医療費の支払い能力がないことによって診療を行わないこ

とはなく、医療費の支払いが困難な方に対して、生活保護制度や高額療養費などの公費負担制度の活

用や分割納付などの相談を行っています。患者さんの心理面も含めた相談を行う医療ソーシャルワー

カーを４名配置しております。 



 よって、現在のところ加賀市医療センターで無料低額診療事業を行う予定はありませんが、医療費

の支払いが困難な方に対しましては、今後とも負担軽減につながるような公費負担制度の紹介や分割

納付の相談など、市の福祉部門と連携をとりながら丁寧な対応を実施してまいりたいと考えています。  

（病院管理部総務課） 
 

 

Ⅶ．障がいがある人の施策の充実について 

★(1) 精神保健福祉手帳１・２級所持者の医療費助成制度対象について 

 本年、石川県の医療費助成制度の改正を受け、本市におきましても１０月１日から精神障害者保健

福祉手帳１級所持者を医療費助成制度の対象としております。 

精神障害者保健福祉手帳２級所持者の医療費につきましては、石川県の補助対象ではないこともあ

り、現時点で本市単独での助成は考えておりません。 

ただし、医療費支援は精神障がい者の健康と暮らしの負担を緩和する大切な要素であることから、

今後も石川県等の動向を注視してまいりたいと考えております。        （ふれあい福祉課） 

 

★(2) 医療費助成制度に係る助成方法について 

Ⅳ（３）で回答しましたとおり、１０月１日から６５歳以上の障がいのある人への現物給付化を行

っております。                              （ふれあい福祉課） 

 

(3) 通院精神医療費の助成について 

通院精神医療費助成につきましては、国の自立支援医療（精神通院）制度により、原則１割の自己

負担で外来診療や投薬・訪問看護などを受けることができます。また、自己負担には上限金額が設け

られており、所得が少ない場合は自己負担がさらに軽減されます。 

本市では、精神障害者保健福祉手帳１級所持者については、医療費助成制度の対象とし、精神通院

医療費の自己負担を助成することとしております。それ以外の方については、自立支援医療（精神通

院）の自己負担の助成は考えておりませんが、精神障がい者の地域生活支援となる就労サポートや地

域包括ケアシステムの構築、障害福祉サービスの充実などに取り組むことで、当事者やご家族の負担

緩和を図ってまいりたいと考えております。                （ふれあい福祉課） 

 

Ⅷ．生活相談総合窓口の設置について 

(1) 住民生活相談総合窓口の設置について 

現在、本市では生活相談総合窓口は設置しておりませんが、関係する各課において生活面の相談

を受けており、必要に応じて関係部局や関係団体と連携し、情報共有と必要な支援を行っておりま

す。 

今後、８０５０問題やダブルケア問題など複雑で複合化した現制度では解決しづらい問題に対し

ても円滑に対応できるよう、先進自治体事例を参考に、より良い相談支援体制の構築に向けて研究・

検討してまいります。                            （地域福祉課） 

 

Ⅸ．健診事業・健康づくり事業の推進について 

★(1) 住民健診・特定健診の受診率引き上げについて 

本市の特定健診の受診率（法定報告）は、令和元年度は４１．６％で、平成３０年度の４３．３％



と比較し、１．７％減少しております。 

健診体制では、特定健診・がん検診の同一日での開催、４０歳及び６５歳の方への受診料無料化、

健診受診者全員に心電図検査を実施する他、若年層（１９歳から３９歳）に対する施設健診の開始等

受けやすい健診体制としております。 

周知につきましては、新たに３０歳代男性へも個人通知を送付し、健診未受診者対策では受診勧奨

電話・訪問などの対策を講じております。 

今後も加賀市医師会に協力をいただきながら、住民にとって魅力のある健診内容とすること、また、

健診未受診者への受診勧奨の方法等を検討し、今後も受診率向上に努めてまいります。  （健康課） 

 

★(2) がん検診の受診率引き上げについて 

対象者には、個別にがん検診等の健康診査の案内と世帯毎に健診のお知らせを配布し、多くの市民

に健診の周知が届くような工夫をしております。 

また、レディース健診日を実施し受診しやすい体制の継続の他、平成２９年度より胃がん検診に内

視鏡検査の追加や、令和元年度より大腸がん検診の施設検診を開始しました。 

無料検診対象者のうち未受診者には受診勧奨通知の送付も実施しており、今後もさらに受診率向上

の方策を検討してまいります。                           （健康課） 

 

【参考】 

種類 がん検診無料券対象者 

     国      市独自 

子宮がん検診 20歳の者 受診歴に関係なく20、25、30、

35歳の者 

乳がん検診 40歳の者 受診歴に関係なく40、45、50、

55歳の者 

大腸がん検診  受診歴に関係なく40、50歳の

者 

全がん検診  65歳の者 

 

(3) 特定健診の充実と無料化について 

特定健診は、４０～７４歳の加賀市国民健康保険被保険者を対象にしており、国の基本的な検査項

目に加えて、受診者全員に、貧血検査・心電図検査・血清クレアチニン検査を実施しております。 

 費用は、平成３０年度から受診料１，０００円を見直し、５００円に設定しました。健診対象の初

年度となる４０歳及び退職後に加賀市国民健康保険に切り替えることの多い年代である６５歳の方を

無料としています。なお、生活保護受給者は特定健診と同等の健診を無料で実施しております。 

 特定健診の充実と費用につきましては、今後も加賀市医師会の協力をいただきながら住民が受診し

やすいものとなるよう努めてまいります。                      （健康課） 

 

(4) がん検診等の内容充実、費用の無料化について 

国のがん検診指針に基づき、自治体が実施する検診として死亡率減少効果が期待されている胃がん

検診（レントゲン検査、内視鏡検査）、大腸がん検診、肺がん検診、乳がん検診、子宮頸がん検診に加

え、前立腺がん検診を実施しています。 



また、集団の特定健診と同時にがん検診が受診できるような体制や全てのがん検診と特定健診を同

時に受けられるレディース健診日を設けております。 

本市が実施しているがん検診受診料につきましては、協会けんぽ等で実施しているがん検診受診料

に比べ安くなっており、好発年齢と65歳及び生活保護受給者は無料となっております。 （健康課） 

 

【参考】 

がん検診種類 受診料 対象者 

胃がん 
レントゲン検査 500円 40歳以上の希望する加賀市民 

内視鏡検査  1,500円 50～68歳の偶数年齢の加賀市民 

肺がん 
エックス線検査 100円 40歳以上の希望する加賀市民 

喀痰検査    300円 50歳以上で喫煙指数600以上の希望する加賀市民 

大腸がん 
200円 

40・50・65歳の市民は無料 
40歳以上の希望する加賀市民 

子宮頸がん 

集団検診：400円 

医療機関：700円 
20歳以上の希望する加賀市民 

20・25・30・35・65歳の市民は無料 

乳がん 

集団検診：400円 

医療機関：600円 
40歳以上の希望する加賀市民 

40・45・50・55・65歳の市民は無料 

前立腺がん 200円 50～74歳の希望する加賀市民 

  *65歳及び生活保護受給者は全てのがん検診受診料無料 

 

(5) 歯周疾患検診について 

令和２年度は、例年１９歳以上の市民を対象に実施している集団の歯周病検診を新型コロナウイル

ス感染拡大防止のため中止しましたが、令和元年度より３０歳以上の市民を対象に年１回医療機関で

の個別歯周病検診を無料で実施しております。 

健康課内の歯科衛生士の配置はありませんが、歯周病検診受診をきっかけに、市民がかかりつけ歯

科医を持ち、定期的に歯科検診及び歯科保健指導を受ける体制としております。     （健康課） 

 

(6) 産婦健診の助成対象回数の拡充および妊産婦歯科健診への助成について 

産婦健診は、産後１か月健診の助成を１回実施しており、今後も継続していきます。それ以前の時

期からの産婦の健康管理の支援は、産科医療機関と連携し、産婦の状態に合わせてタイムリーな相談

支援体制を整えて対応しているため、産婦健診の助成拡大は予定しておりません。 

妊産婦歯科健診については、平成３０年度より妊婦歯科健診の助成を市内歯科医院にて開始してお

り、今後も継続していきます。産婦歯科健診につきましては、令和元年度から３０歳以上の市民全員

を対象に、市内歯科医院にて歯周病検診を実施しており、歯の健康管理ができる体制を整えているた

め、産婦への受診を勧奨していきます。                       （健康課） 

 

(7) 「ゲーム依存症」の対策について 

世界保健機関（ＷＨＯ）が２０１９年５月に「ゲーム障害」を認定し、２０２２年１月から施行さ



れることから、国の動向を注視しつつ、平成２６年１０月から本市のＰＴＡ連合会、青少年育成協議

会、教育委員会が、市内全ての小中学生を対象に実施している『かがっ子ノー携帯・ノースマホ運動』

を継続し、石川県の各種依存症対策とも連携し対応していきます。           （健康課） 

 

 

Ⅹ．予防接種について 

(1) 任意予防接種への助成について 

流行性耳下腺炎（おたふくかぜ）や季節性インフルエンザ等の任意予防接種については、平成２６

年６月１日より子育て世代への経済的負担の軽減施策のひとつとして、就学前までを対象として年度

内1回に限り３，０００円の任意予防接種費用助成事業を実施しております。さらに、今年度に限り

新型コロナウイルス感染症の同時流行に備え、季節性インフルエンザワクチン予防接種に対し生後６

か月から小学６年生、中学３年生、高校３年生及び妊婦に対し、1人 1回３，０００円の接種費用助

成を実施しております。なお、ロタウイルスワクチンは令和２年１０月１日より令和２年８月1日以

降出生児を対象に定期接種となっております。 

 また、本市が実施しております、任意予防接種費用助成事業の対象となる予防接種ワクチンに制限

はありませんので、麻しんなどの予防接種で定期予防接種期間に接種出来ず、任意予防接種となった

予防接種ワクチンも助成対象となります。                      （健康課） 

 

(2) 高齢者用肺炎球菌ワクチン接種について 

高齢者用肺炎球菌ワクチンの接種については、任意予防接種助成事業として３，０００円を助成し

ておりましたが、平成２６年１０月１日から定期接種となり、自己負担額を２，２００円とし、以前

の任意予防接種時の約５，０００円からは負担額は軽減されております。 

 また、生活保護を受けている方は、接種前の費用免除申請により自己負担が無く接種出来ます。 

 なお、高齢者用肺炎球菌ワクチンの接種は法に基づく実施としており、２回目の任意予防接種への

助成は行っておりません。                             （健康課） 

 
 
ｉ．地域医療構想について 

地域医療の確保や内容について 

地域医療構想について、南加賀医療圏のうち本市においては、既に病院統合を行っており、今後大

きな病床数削減の必要はないと考えております。 

医師の確保については、関係機関に派遣依頼を引き続き行ってまいります。看護師の確保について

は、必要数の募集を行ってまいります。また、専門性の高い認定看護師の確保・育成も行ってまいり

たいと考えております。                         （病院管理部総務課） 

 

ｉｉ．生活保護について 

(1) 生活保護の相談・申請について 

生活保護の相談や申請に際しての聞き取りにおいては、保護のしおりをもとに丁寧に説明して

おります。また、申請受付にあたっては、法令や事務連絡等の趣旨に沿った対応に努めておりま

す。                                   （地域福祉課） 



 

(2) ケースワーカー等の専門職を含む正規職員を増やすこと、担当者の研修や就労支援や生活指導

の充実について 

本市では、正規職員として査察指導員１名とケースワーカー８名を配置しており、厚生労働省

の指導基準を満たしており、平成２４年度からは生活保護就労支援員１名を配置しております。 

社会福祉主事任用資格につきましては、毎年通信教育による資格取得に取り組んでおり、それ

に必要な予算の確保を毎年行っているほか、国や県の開催する研修等に職員を積極的に派遣する

ことで、専門性の向上に努めております。また、訪問回数を出来る限り増やす等、被保護者に対

する個別指導の充実を図るとともに生活困窮者自立支援事業や社会福祉協議会の就労支援員とも

連携をとりながら、細やかな支援や指導を行っております。          （地域福祉課） 

 

(3) 自治体直営による自立相談支援事業の実施、生存権保障について 

自立相談支援事業につきましては、加賀市社会福祉協議会へ委託しておりますが、本市の生活保護

窓口に社会福祉協議会職員を配置するなど連携して実施しており、相談者の状況を確認の上、必要と

思われる方については保護のしおり等を配布し、生活保護についての説明も行っております。 

（地域福祉課） 

 

(4) 夏季冷房費相当の独自手当新設に係る国への要望について 

生活保護法の規定に基づき適切に対応しており、独自の手当等の新設要望については、現在のとこ

ろ考えておりません。 

また、県内各市で設置している福祉事務所の協議会の生活保護・困窮者部会等を通じて、石川県に

対し、助成金や扶助費の支出等にかかる国からの通達や県独自の制度等について、毎年、確認を行っ

ております。                                （地域福祉課）          

 

(5) 申請権の保障、就労支援、自動車保有について 

（１）で回答しましたとおり、申請権を侵害するような行為は行っておりません。 

就労支援につきましては、ハローワークと連携するとともに、本市において無料職業紹介事業を実

施し、必要な支援を行っております。 

自動車の保有につきましては、十分な聞き取り及び調査を行った上で、申請に基づき、福祉事務所

でやむを得ないと判断した場合には、保有を認めております。なお、必要がないと判断した場合には

処分して、生活費に充てるよう指導しております。また、保護のしおりにもその旨の説明を記載して

おります。                                 （地域福祉課） 

 

(6) 生活保護のしおりについて 

本市で作成している生活保護の「しおり」につきましては、石川県の助言を受けて、毎年必要な内

容があれば修正を行い、生活保護の制度をわかりやすく説明したものになっております。生活保護の

「しおり」と申請書は窓口に近い棚に常時設置しており、相談者にいつでも配布できる状態としてお

ります。                                   （地域福祉課） 

 

 



(7) 医療証の発行について 

現在、国民健康保険証並みの医療証を国に要望する予定はありません。 

休日、夜間等の福祉事務所の閉庁時や急病時には、医療証等がなくても受診可能である旨の説明を

しており、後日、診療依頼書を申請、提出していただくか、福祉事務所まで連絡することになってお

ります。また、管内の救急医療機関に対しても当該内容を周知済みであります。   （地域福祉課） 

 

(8) 資産申告書の提出、預貯金の保有について 

資産申告につきましては、被保護者の資産の把握のために、厚生労働省の通達により、少なくとも

１２か月ごとに資産申告書の提出を求めております。 

申告書の提出を求める際には、被保護者に対して、毎回、厚生労働省の通達の趣旨を十分説明して

おります。 

生活保護費のやり繰りによって生じた預貯金等につきましては、生活保護法の趣旨に基づき使用目

的が生活保護の趣旨目的に反しない場合にはその保有を認めており、被保護者の生活基盤の回復に使

用するよう助言、指導を行っております。                    （地域福祉課） 

 

 


